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  文科省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」より 
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以上の基準により評価した結果は次の表の通りとなります。 

 
※棟が分かれていても類似の用途の建物は同じ建物として扱います。
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２）今後の維持・更新コストの把握（長寿命化型） 

 評価結果を踏まえ、長寿命化型の今後の維持・更新コストを試算します。建て替え中心

の従来型から定期的な改修を行う長寿命化型に切り替えた場合、今後４０年間で必要とな

る維持・更新コストは、およそ４３６億円で、年平均１０．９億円となり、今後４０年間

でおよそ３７億円、年平均０．９億円の縮減効果に期待ができることとなります。しかし

ながら、令和３４年度以降には、過去の施設関連経費の年平均１８．１億円を上回る年度

が生じる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

長寿命化型の試算条件 

●試算の期間：令和３年度～令和４２年度までの４０年間 

●改築までの周期：８０年 

 長寿命化改修までの周期：４０年 

大規模改造迄の周期：２０年、６０年 

劣化状況調査でＤ評価の建物は今後１０年以内に、Ｃ評価の建物は今後５年以内に部位修繕を実施 

●改築単価：360,000 円／㎡（校舎・体育館・武道場）、400,000 円／㎡（子ども園） 

長寿命化改修単価：216,000 円／㎡（校舎・体育館・武道場）、240,000 円／㎡（子ども園） 

大規模改造単価：90,000 円／㎡（校舎）、79,200 円／㎡（体育館・武道場）、100,000 円／㎡（子ども園） 

●改築工事期間：２年 

長寿命化改修工事期間：２年（工事費均等配分） 

大規模改造工事期間：１年 

●改築及び長寿命化改修の実施年数より古い建物は、今後１０年以内にそれらを実施するものとし、該当コストの 

１０分の１の金額を１０年間計上。 

●今後５年以内にＤ評価の部位の修繕を、今後１０年以内にＣ評価の部位の修繕を実施すると設定。ただし、改築、

長寿命化改修、大規模改造を今後１０年以内に実施する場合を除く。 

●今後１０年間に長寿命化改修を実施する建物は、長寿命化改修費からＡ評価の部位修繕相当額を差し引く。 
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（４）学校施設整備の基本的な方針等（４）学校施設整備の基本的な方針等（４）学校施設整備の基本的な方針等（４）学校施設整備の基本的な方針等 

①①①①    学校施設の規模・配置計画等の方針学校施設の規模・配置計画等の方針学校施設の規模・配置計画等の方針学校施設の規模・配置計画等の方針    

１）学校施設の長寿命化計画の基本方針 

 

●公共施設等総合管理計画の基本方針 

計画期間を平成２８年度から令和１２年度までの１５年間とし、適正管理に関する基本方針に

ついて次のとおり定めています。 

① 中長期的な視点での

マネジメント 

 

（ア） 公共施設 

・施設延床面積 

平成２６年度末⇒令和１２年度末１５％削減 

・単独から複合的な機能を有する施設整備の推進 

・重複や代替機能を有する施設の廃止・統合の推進 

・未利用施設の廃止・解体 

・施設の長寿命化の推進 

（イ） インフラ施設 

・アセットマネジメントによる取り組みの推進 

・利用状況に応じた施設の縮減・廃止 

・長寿命化によるランニングコストの縮減 

・優先順位を考慮した適正な維持管理の実施 

② 必要な公共サービス

の再構築 

・民間との協働による公共サービスの構築の促進 

・地域情勢の変化に応じた施設の機能の見直し・再構築 

・遊休資産や余剰資産の売却 

・施設利用料の見直し 

③ 協働の推進 ・ＰＰＰ／ＰＦＩ等、民間活力との協働による施設整備等の推進 

・市民との協働による公共施設の課題解決への取り組み 

●公共施設等総合管理計画の施設類型別方針【学校施設】 

学校施設については「②必要な公共サービスの再構築」として、次のとおり定めています。 

・公共施設の約４０％を占める学校施設は、防災拠点として位置づけられていることが多いた

め、全体的な機能に配慮しながら、創意工夫し、再編・再構築を推進します。 

 

●学校施設の長寿命化計画の基本方針 

本市は過疎化、少子化の影響による児童生徒の減少から、「南房総市立幼稚園及び小中学校再

編計画」を策定し、学校施設の再編整備を進めてきました。今後も学校施設の適正規模や地域特

性に配慮し、施設の再編を踏まえた維持管理を推進します。 

 学校は、児童生徒の教育のための施設であるだけでなく、防災拠点や交流の場等としての地域

の中心的な施設であり、老朽化対策や長寿命化改修については、トータルコストの縮減のみなら

ず、地域の実情に応じた整備を図ります。 
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  ２）学校施設の規模・配置計画等の方針 

  

本市がこれまでに実施した学校施設の再編は、以下のとおりです。今後も少子化の進行

により、児童・生徒・園児数の減少が懸念されることから、必要な教育環境や保有規模を

状況に応じて見直すことが課題となります。また、学校施設が地域の核となることも視野

に入れながら、それぞれの地域特性や実情を踏まえた適正な配置を行う必要があります。 

 

 

  広報みなみぼうそう令和２年６月号より 
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②②②②    改修等の基本的な方針改修等の基本的な方針改修等の基本的な方針改修等の基本的な方針    

１）長寿命化の方針 

 

子どもたちの安全・安心で快適な教育環境を維持するためには、学校施設を常に健全な

状態に保つ必要があるため、定期的に点検を実施し、学校施設の老朽化や機能の低下が生

じる前に、予防的な修繕を行うことが重要です。 

建て替え中心や事後保全型の維持管理から、予防保全型による長寿命化改修を行い、建

物の長寿命化（建て替え年数８０年）を図ります。これにより、長期にわたり修繕・改修

コストを縮減し、安全・安心な学校施設の提供が可能になります。 

今後は、以下の修繕・改修サイクルを基本に施設の長寿命化を行います。 

 

 

  

文部科学省 「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」より 
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２）目標使用年数、改修周期の設定 

 

 本計画の長寿命化における建物の目標使用年数は、日本建築学会「建築物の耐久計画に

関する考え方」に基づき、８０年と設定します。 

 また、８０年の供用期間中、築後２０年で原状回復のための大規模改造を、目標使用年

数の中間期である築後４０年で長寿命化改修を、築後６０年で再度原状回復のための改修

を行います。定期的に必要な改修を実施することで建物の長寿命化を図ります。 

 

目標使用年数 大規模改造の周期 長寿命化改修の周期 

８０年 ２０年／６０年 ４０年 

 

 鉄筋コンクリート造の学校施設の法定耐用年数は、４７年とされていますが、これは税

務上、減価償却費を算定するためのものです。 

文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」によると、物理的な耐用年

数はこれより長く、適切な維持管理がなされ、コンクリート及び鉄筋の強度が確保される

場合には、７０～８０年程度、さらに、技術的には１００年以上持たせるような長寿命化

も可能であり、また、あらかじめ設定した目標使用年数まで使用するためには、適切な周

期で原状回復のための大規模改造を行い、目標使用年数の中間期に長寿命化改修を行うこ

とが望ましいとされています。 

  


